自家用電気工作物の保安管理に関する外部委託契約仕様書

１．目　的

本仕様書は、広島市が設置した電気設備（以下、「設備」という。）の自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を確保するための保安管理業務に関する外部委託について必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るものである。

２．保安管理業務の対象

保安管理業務の対象は、次に掲げる電気工作物とする。

（１）事業場の名称　　　　　広島市安佐動物公園
（２）事業場の所在地　　　　安佐北区安佐町大字動物園
（３）電気設備の概要　　　　受電設備容量８７８KVA

　　　　　　　　　　　　　　　非常用予備発電装置定格容量５５KVA
３．用語の定義

仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

（１）「発注者」とは、公益財団法人広島市みどり生きもの協会（以下、「甲」という。）をいう。
（２）「受注者」とは、業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した電気管理技術者（以下「個人事業者」という。）もしくは、会社等の電気保安法人（以下「法人」という。）をいう。（以下、「乙」という。）

（３）「電気管理技術者」とは、個人事業者であって保安管理業務を担当する者をいう。
（４）「保安業務従事者」とは、電気保安法人の委託契約の承認申請に係る事業場（以下「申請事業場」という。）の保安管理業務に従事する者をいう。

（５）「保安業務担当者」とは、保安業務従事者であって申請事業場を担当する者をいう。
（６）「契約書」とは、自家用電気工作物の保安管理業務に関する委託契約書をいう。

（７）「特記仕様書」とは、仕様書を補足し、業務の実施関する詳細又は、特別な事項を定める図書をいう。

４．経営の状況等

（１）電気保安管理業務契約状況

「乙」は、電気保安管理業務において契約している換算係数（経済産業省告示２４９号第３条による）と契約対象電気工作物の換算係数の総和（以下「持ち口数」という。）が３３点未満であること。

（２）実績及び入札参加資格

「乙」は、所轄経済産業局長の保安管理業務外部委託（平成１５年１２月３１日以前は「主任技術者不選任承認」であった。）を受けて、連続して３年以上電気保安管理業を営み、広島市の入札参加資格を有すること。

５．提供する役務の品質保証

（１）個人事業者における品質保証

「乙」は、電気事業法施行規則第５２条の２第１号に規定する要件を満足し、かつ保安管理業務のみを専従とする電気管理技術者であること。

（２）法人における品質保証

ア　「乙」は、点検、試験、事故処理、相談等の提供する役務について、電気事業法施行規則第５２条の２第２号ニに規定されるマネジメントシステムを構築し、レビューを実施していること。

イ　「乙」は、電気事業法施行規則第５２条の２第２号イに規定する要件を満足する資格を有し、かつ電気保安法人の従業員である保安業務従事者を選任すること。

ウ　「乙」は、保安管理業務の職務のみを専従とした保安業務担当者を選任すること。

エ　保安業務担当者と保安業務従事者は指揮命令関係にあって、点検・報告等の業務分担が明確となっている体制であること。

（３）本人の確認

「甲」は、「乙」の電気管理技術者又は保安業務従事者等と面接を行い、本人であることの確認を行うこと。

（４）連絡責任者

「甲」は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のため、必要な事項を「乙」と連絡・協議する責任者を選任すること。

（５）損害賠償の能力

「乙」は、この契約の実施にあたって、故意又は過失による「甲」又は第三者に与える恐れがある損害（「甲」又は第三者の感電、点検に伴う機器の損傷、停電による業務の障害等）に対して十分な賠償能力を有すること。また、個人事業者において他者に業務を応援させる場合には、その応援者についても同様とする。

６．業務の内容等

（１）保安管理業務内容

「乙」は、所定の保安規程に基づいて業務を実施するものとし、その具体的実施基準は、別紙１「保安管理業務の細目及び基準」によるものとする。

（２）実施者の確認

「乙」は、点検等を行う際（但し緊急時を除く。）には、委託契約書に明記されている電気管理技術者又は保安業務担当者等であることを示す身分証明書により本人であることを「甲」に明らかにすること。

（３）再委託の禁止

「乙」は、契約した業務の全部又は一部を他の者に再委託してはならない。

ただし、「乙」が個人事業者であって、本人の急病等で真にやむを得ない理由があり、かつ「甲」が承認した場合はこの限りでない。

（４）緊急時の協力体制

「乙」は、電気事故等、緊急時における宿直・連絡・応動体制等の協力体制について明確にし、1時間以内に応急措置等の対応ができること。

（５）絶縁監視装置

低圧電路の絶縁（漏電）を監視するために絶縁監視装置（５０ｍA以下の漏電電流で感知し発報するもの）を「乙」の責任において設置し、これを維持管理すること。

「乙」は、この装置により絶縁状態（漏電）を常時監視し、電路の絶縁が不良（漏電が発生）となったことを感知した場合には、「甲」に通知するとともに応急措置をとるものとする。

７．安全管理

（１）安全の確保

業務の実施にあたっては、労働安全衛生規則、電気事業法等の関連法規を遵守し安全の確保に努めなければならない。

（２）単独作業の禁止

高圧回路の停電、送電操作を伴う作業、高圧近接作業、又は高所作業を行う場合は、安全確保のため監視者をおいて複数で作業を実施するよう努めること。

（３）保護具、防護具の使用

「乙」は、高圧近接作業を行う場合は適正な絶縁用防護具、絶縁用保護具を使用しなければならない。（労働安全衛生規則第３４２、３４３条）

　　　そのために必要な適正な防護具、保護具を常備しなければならない。

「乙」は、防護具、保護具を定期的に（６ヶ月に１回以上）に耐圧試験を実施し、その絶縁性能が維持されていることを確認しなければならない。（労働安全衛生規則第３５１条）

また、その記録は「甲」の求めがあったとき、直ちに開示しなければならない。
（４）労働災害総合保険等への加入

「乙」は、予想される高電圧、高所作業等における労働災害事故に備えて労働者災害補償保険に加入していること。

８．機械器具の管理

（１）機械器具の保有

「乙」は、業務に使用するために平成１５年経済産業省令第８０条電気事業法施行規則第５２条の２第１号ハ、第２号ロ、経済産業省告示２４９号第２条に規定された機械器具を保有しなければならない。

	【参考】経済産業省告示２４９号第２条

電気事業法施行規則第５２条の２第１号ハ、第２号ロの機械器具は、次の各号に掲げるものとする。

ただし、保安管理業務を実施する事業場の設置者がこれらの機械器具を当該事業場に備え付けてある場合にあっては当該機械器具を、委託契約の相手方が太陽電池発電所、燃料電池発電所、需要設備又は配電線路を管理する事業場の保安管理業務のみを実施する場合にあっては第七号から第九号までに掲げる機械器具を委託契約の相手方又は当該事業場の設置者が必要な場合に使用し得る措置を講じている場合にあっては第十号及び第十一号に掲げる機械器具をそれぞれ除くものとする。

一　絶縁抵抗計、二　電流計、三　電圧計、四　低圧検電器、五　高圧検電器、六　接地抵抗計、七　騒音計、八　振動計、九　回転計、十　継電器試験装置、十一　絶縁耐力試験装置


（２）測定器の校正・誤差試験

「乙」が業務に使用する次の測定機器（継電器試験機、耐圧試験機に組み込まれた交流電圧計、電流計も含む。）は国家基準を満足した方法で校正・誤差試験を実施すること。

１）交流電圧計　２）交流電流計　３）絶縁抵抗計　４）接地抵抗計

（３）校正・誤差試験結果の記録等

前項の測定機器の校正・誤差試験の周期は１年未満とし、「乙」はその試験結果の記録を台帳管理するととともに、「甲」の求めがあったときは直ちに開示しなければならない。

合格品には校正試験合格シールを貼付し、その中に実施日を明示しなければならない。

９．保安教育

「甲」の従業員に対して行う電気工作物の保安に関する必要な事項について、講習会開催の要請を「甲」から受けた場合「乙」は講習会を開催すること。

１０．報告事項等

（１）業務着手届

「乙」は、契約締結後直ちに業務着手届を提出しなければならない。

（２）事前承諾書類

「乙」は、あらかじめ「甲」に対し、次の書類を提出してその承諾を得なければならない。（変更があった場合も同様とする。）

ア　公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款第８条に定める現場責任者（個人事業者においては電気管理技術者、法人においては保安業務担当者）及び保安業務従事者の氏名及び　５項の資格等を証する書類の写し

イ　電気保安管理業務契約状況調書

ウ　到達時間確認書（地図・距離・交通機関等を明記したもの）

エ　緊急時協力体制

オ　保安管理業務以外の職務を兼務しない旨の誓約書

カ　所有機械器具一覧表（校正・誤差試験記録含む）

キ　所有機械保護具・防護具一覧表（耐圧試験記録含む）

ク　損害賠償保険に加入している場合はその保険証の写し

ケ　労働災害総合保険証等に加入している場合はその保険証の写し

コ　法人にあっては次の書類

1 実績証明書

2 マネジメントシステム文書（社内規約等）

3 指揮命令体制及び業務分担表

4 保安業務従事者が法人の従業員である証明書（健康保険証等）

（３）委託業務実施計画書

「乙」は、公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款第６条に定める委託業務実施計画書（保安規程及び保安管理業務の細目及び基準に基づく点検等に関する年間実施計画書）を契約締結後速やかに「甲」提出して、承認を受けなければならない。

（４）委託業務実施報告書

「乙」は、公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款第１２条に定める委託業務実施報告書（点検等報告書）を点検等実施後速やかに「甲」提出して、履行確認のために検査を受けるものとする。

「甲」は、その実施者及び点検等に係る記録（委託業務実施報告書）を保存すること。

（５）改善措置

「乙」より改善の指導・意見があった場合、「甲」は「乙」と協議のうえ、速やかに改善措置を行うこと。

１１．費用の負担等

業務を行うために要する費用のうち次のもの以外は全て「乙」の負担とする。

ア　電気料及び水道料

イ　小修繕において取替等で必要となる機材部品

１２．その他

（１）経済産業局への申請・届出

見積り又は入札の結果、「乙」との契約が締結された場合は、契約期間の開始の日から速やかに「乙」の責任において手続き書類を作成し、中国経済産業局長宛に保安管理業務外部委託承認申請書ならびに保安規程届出書を提出するものとする。（電気事業法第４２条第１項、電気事業法施行規則第５２条第２項）

（２）契約解除

前項（１）の申請が電気主任技術者の外部委託の承認に関する審査基準（平成１５年１０月原子力安全・保安院電力安全課）に適合しない等の理由により、承認を得られなかった場合、又は取り消しになった場合において、「甲」はこの契約を一方的に解除できるものとする。
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